
商品、貯蔵品・・・・・最終仕入原価法

　　　　　　　　　　　　　　　　 自己都合要支給額を計上している。

　

　

106,468,000

　　　　           　　　（単位：円）

当期減少額

　

当期末残高

1,362,000

　

　　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

科　　　目

106,468,0000

当期増加額前期末残高

　基本財産

107,830,000

10,373,578

4,883,896

対応する額)

　

0

0

0

239,425,433

288,983,887

33,814,337

保有する有価証券は全て時価のある「満期保有目的の債券並びに子会社株式及び関連会社株式以外の有価証券」

であり、決算日の市場価格等に基づく時価法によっている。

小　　計

特定資産 　

　　投資有価証券

0107,830,000

　

1,362,000

　　秩父宮妃基金

　　物故役員基金

財務諸表に対する注記

1.　重要な会計方針

　　（3）固定資産の減価償却の方法

建 物 附 属 設 備 ・・・・・・ 定額法により減価償却を実施している。

　　（1）有価証券の評価基準及び評価方法

　　（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

当事業年度から「公益法人会計基準」（平成20年4月11日　平成21年10月16日改正　内閣府公益認定等委員会）

を採用している。当該年度は、適用初年度であり、財務諸表の前年度欄は省略している。

　　木元基金

10,370,467

1,220

3,111

　　（4）引当金の計上基準

什 器 備 品

　

　

　　　　 同　上

　　　　 同　上

税込方式によっている。

・・・・・・

・・・・・・

　　（5）消費税等の会計処理

退職給付引当金・・・・・・職員の退職給付に備えるため、期末時点における職員に対する退職給与の

構 築 物

車 両 運 搬 具

賞与引当金・・・・・・職員の賞与の支給に備えるため、支給対象期間に対応する見込額を計上している。

0 290,011,663

　　退職給付引当資産

　　特定目的引当資産

290,011,663

2,809,40131,004,936 0

2.　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

・・・・・・

4,882,676

486,546 97 486,643

　　　　 同　上

ソ フ ト ウ ェ ア ・・・・・・ 　　 同　上(法人内における利用可能期間:5年)

(うち一般正味財産 (うち負債に

合　　計

576,181,721

684,011,721 395,451,887291,373,663

2,813,829小　　計

　

529,437,096

　 　

　　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(          0)

3.　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

科　　　目 当期末残高 (うち指定正味財産

　　投資有価証券 106,468,000 （106,468,000）

基本財産

2,813,829

　

（　　　　　　0）

からの充当額)からの充当額)

　　　　　           　　（単位：円）

(          0)

特定資産 　 　 　 　

小　　計 （106,468,000） （　　　　　　0）106,468,000

(          0)(  　486,643)

　　秩父宮妃基金 10,373,578 (            0) ( 10,373,578)

　　木元基金 486,643

(          0)

(          0)

( 33,814,337)(255,169,550)

(            0) (          0)

合　　計 395,451,887 (  106,468,000)

　　退職給付引当資産 33,814,337 ( 33,814,337)

(          0)

小　　計 (            0) (255,169,550) ( 33,814,337)288,983,887

(239,425,433)

　　物故役員基金

　　特定目的引当資産 239,425,433 (            0)

(            0)

4,883,896 (            0) (  4,883,896)



　　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

　　

科　　　目 取得価額

建物附属設備 97,542,517

構築物 5,341,350

車両運搬具 1,715,000

什器備品 19,950,177

リース資産 2,925,300

ソフトウェア 5,087,670

　　　　合　計 132,562,014

(2)退職給付債務及びその内訳
退職給付債務 40,437,340
退職給付引当金 40,437,340

 (3)退職給付費用に関する事項
勤務費用 9,221,244
退職給付費用 9,221,244

7.　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は次のとおりである。

（単価：円）

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 貸借対照表上の記載区分
指導者養成補助金
　指導者養成補助金 日本体育協会 0 2,149,520 2,149,520 0
ＪＯＣ補助金
　選手強化事業交付金 日本オリンピック委員会 0 5,544,000 5,544,000 0
　選手強化事業委託金 日本オリンピック委員会 0 10,053,000 10,053,000 0 　
スポーツ振興補助金
選手強化及び競技力向上助成金 ミズノスポーツ振興財団 0 2,000,000 2,000,000 0
ジュニア育成助成金 ミズノスポーツ振興財団 0 1,000,000 1,000,000 0
　タレント発掘・一貫指導育成助成金 日本スポーツ振興センター 0 45,976,000 45,976,000 0 　
　国際競技大会開催助成金 日本スポーツ振興センター 0 18,156,000 18,156,000 0 　
　選手強化活動助成金 日本スポーツ振興センター 0 2,639,000 2,639,000 0
　ドーピング検査助成金 日本スポーツ振興センター 0 19,330,000 19,330,000 0
　競技会開催（普及）助成金 日本スポーツ振興センター 0 1,870,000 1,870,000 0
　競技会開催（競技）助成金 日本スポーツ振興センター 0 1,870,000 1,870,000 0
　国際交流推進スタッフ育成助成金 日本スポーツ振興センター 0 2,034,000 2,034,000 0
　トップリーグ活性化活動助成金 日本スポーツ振興センター 0 11,000,000 11,000,000 0
　指導者養成・活用助成金 日本スポーツ振興センター 0 473,000 473,000 0
　高校選抜大会総務省助成金 熊谷市 0 4,000,000 4,000,000 0
東京セブンズ2014補助金 東京都 0 10,000,000 10,000,000 0
トライリージョンズ助成金 北上市 0 500,000 500,000 0
トライリージョンズ助成金 岩手県協会 0 513,704 513,704 0
トライリージョンズ助成金 岩手県高体連 0 70,000 70,000 0
トライリージョンズ助成金 北上市ラグビー協会 0 42,000 42,000 0
　九州中学生大会助成金 ヨネックススポーツ振興財団 0 385,000 385,000 0
アジア5ネーションズ補助金 アジアラグビー協会 0 11,588,619 11,588,619 0
15人女子Ｗ杯予選参加補助金 アジアラグビー協会 0 387,293 387,293 0
ＩＲＦＢ補助金等 　 　
　選手・指導者強化事業助成金 ＩＲＦＢ 0 75,463,875 75,463,875 0
　選手強化補助金 ＩＲＦＢ 18,522,000 14,991,300 26,017,650 7,495,650 流動負債
　その他 ＩＲＦＢ　 0 40,765,166 36,789,116 3,976,050 流動負債
  その他 アジアラグビー協会 0 1,372,020 1,372,020 0
寄付金 神奈川ナブコ他 107,830,000 1,210,000 2,572,000 106,468,000 指定正味財産

126,352,000 285,383,497 293,795,797 117,939,700

 
　  

16,065,946

減価償却累計額

0

(1)採用している退職給付制度の概要

6.　保証債務等の偶発債務
公益財団法人　ラグビーワールドカップ2019組織委員会に対する債務保証は、18,000,000円である。

2,925,300

（単位：円）

　

　

2,923,540

　116,496,068

　

　

4,301,754

2,164,130

当期末残高

合　　　　　　計

確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。

(4)退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合要支給
額を基礎として計算している。

5.　退職給付関係

93,248,002

525,075

4,151,028

15,648,423

4.　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　

4,294,515

1,190,322

1,189,925


